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・山岳関係者等が互いに連携して、管理者が不明
確な登山道の維持・補修等の山岳環境保全に取り
組む体制が確立される。
・民間との協働による植生保全施設などの山岳環
境保全や安全で快適な登山道の整備が進む。

・管理者が不明確な登山道の整備に取り組む団体が累計で11地域11団体
となり、継続的な取組みが進められた。
・民間との協働による山岳環境保全事業が計画的に進んだ。

1,465

件

1,025 1,746

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・民間企業からの協力金については、H21途中からアサヒビール㈱の寄付金を活用することができるようになった
が、これも無期限ではないため、今後も続くであろう登山道整備のニーズに継続的に応えられるよう、他の企業等か
らの協力も得るよう努める。

特記事項

⑤
事
業
の
課
題

県の関与を見直す
余地

□　余地あり

区　分 判　定　・　説　明

事業ニーズの変化 判
定
の
説
明

・山岳県長野として、管理者不明確な登山道であっても、最低限の維持
管理の取組の支援は必要である。
・各地域で山小屋関係者の取組が定着し、事業目的の達成を確認する
まで、県が関与する必要がある。
・事業の効率性を高めるために、登山者のみならず一般企業等に対して
も、多くの協力金を得るための広報活動の検討を進める。

□　横ばい □　減少

事業改善（有効性・
効率性）の余地

■　余地あり□　余地なし □　当面余地なし

④
事
業
の
成
果

事業の目標(H23) 事業成果・評価 評価区分

b
期待どおり

左記以外のH23年度実績

事業実施地域数（活） 地区 11 14 11

23年度 24年度（見込）

登山道整備：山小屋団体へ支援を行った。
山岳環境保全事業：アサヒビール㈱、イオン㈱からの寄付金を活
用し、植生保護柵やトイレ等への支援を行った。

（効果指数　算出式）
　概算事業費/支援団体件数

支援団体件数（活）

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容 単位 22年度

<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
支援団体件数

千円/件

13,323 10,477

千円 2,495 2,477 2,477

0.30 0.30

23年度事業費の主な内訳

千円 10,846 8,000 補助金：10,846千円

千円 10,692 10,846 ―

千円

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人 0.30

千円 13,187

23年度 24年度（当初）

0 0

14,000

0

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

・山岳関係者等が互いに連携して、管理者が不明確な登山道の維持・補修等の山岳環境保全に取り組んでいく体制を確立
する。
・民間との協働による自然公園内の山岳環境の保全や登山者の安全・快適な利用を図る。

対　象
・管理者が不明確な登山道
・自然公園内の管理者が明確でかつ緊急性の高い山岳環境保全事業

目指すべき姿

・県内自然公園内における管理者不明確な登山道補修の仕組み・実施団体等の体制づくりを目指す。
・民間との協働による植生保全施設整備や登山道の整備を行うことにより、山岳環境の保全や登山者の安全・快適な利用を
目指す。

事業内容

・登山道利用者等からの協力金を活用して、山小屋関係者が行う管理者不明確な登山道の日常的な維持補修の取組に対
する支援
　（補助率【県】1/2以内）
・民間からの寄付金を活用して、市町村が行う登山道整備、植生保護柵などの山岳環境保全の取組に対する支援
 （補助率【県】10/10）

自然公園法、民間との協働による山岳環境保全事業実施要綱

実施方法
国庫･
県単

補助（山小屋関係者、市町村）

実施期間 Ｈ１７ 根拠法令等

県単独事業

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 1-04,2-02 部・課 環境部自然保護課

事　業　名 民間との協働による山岳環境保全事業

０５ ０５ ０５


